
 
 （前文）大学の基本的な目標
 　　富山大学は、「生命を尊重する共生の精神」、「社会と共
 　栄する学術研究」、「豊かな人間性と創造性を培う教育」、
 　「地域社会や国際社会への貢献」及び「たゆまざる自己啓発・
 　自己改革」を基本理念として、「共生の精神を基に、自然と
 　人間との調和を図りつつ、地域社会との連携を深め、国際社
 　会に貢献する総合大学」となることを目指して、３つの基本
 　目標を策定し、創造的な研究と有為な人材の育成、地域社会
 　や国際社会への貢献を通じて大学の社会的責任を果たす。

 　　１．教育に関する基本目標
 　　　　豊かな人間性と創造性を培う教育を通して、地域社会
 　　　のみならず国際社会で活躍できる人材を養成する。
 　　２．研究に関する基本目標
 　　　　真に豊かな社会の実現を目指して、特色ある国際レベ
 　　　ルの研究を推進する。
 　　３．地域社会との連携に関する基本目標
 　　　　地域の多様な学習意欲に応えるとともに、地域社会と
 　　　の交流と連携協力を推進する。

 　　以上の基本目標を達成するため、教育研究の充実発展を図
 　る組織を整備し、地域の総合大学にふさわしい機能的で魅力
 　ある教育研究環境を充実すると同時に大学をとりまく内外の
 　状況変化を的確に捉え、自己改革に努める。

 
 
 Ⅰ　中期目標の期間及び教育研究上の基本組織
 　１　中期目標の期間

 　　　平成１６年４月１日から平成２２年３月３１日まで
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (６年間)

 　２　教育研究上の基本組織

中　期　目　標 中　期　計　画

国立大学法人富山大学中期目標・中期計画一覧表
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 　　富山大学の中期目標を達成するため、教育研究上の基本
 　組織として、別表に記載する学部及び研究科を置く。

 
 
 Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標  Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
 １　教育に関する目標  １　教育に関する目標を達成するための措置
 　(1) 教育の成果に関する目標  　(1) 教育の成果に関する目標を達成するための措置
 　　①　学士課程  　　①　学士課程
 　　　1)　広い学問分野とその現代的意義に対する認識を育む。
 　　　2)　社会人・職業人として国際社会で活躍するために必
 　　　　要な学識と自ら課題を発見し探求する能力を身につけ
 　　　　る。
 　　　3)　既存の枠組みにとらわれない批判能力や自由かつ大
 　　　　胆な発想力を育成する。

 　　　○　教養教育  　　　○　教養教育
 　　　　ⅰ  教養教育の成果に関する目標  　　　　ⅰ　教養教育の成果に関する具体的目標の設定
 　　　　　ア　価値観や生き方の多様性を認識し、人権、生命  　　　　　・　教養原論と総合科目を見直し、改善策を策定する。
 　　　　　　や自然を尊重する精神を養うとともに、現代社会
 　　　　　　において理性に支えられた社会的使命感を身につ
 　　　　　　ける。
 　　　　　イ　自主的・主体的に勉学に取り組む姿勢を育む。  　　　　　・　自主的・主体的に勉学に取り組む姿勢を育むため、導入教育を充実するなどカリキュ

 　　　　　　ラムの改善を図る。
 　　　　　ウ　プレゼンテーション・コミュニケーション能力  　　　　　・　プレゼンテーション・コミュニケーション能力及び情報メディア活用能力を高める
 　　　　　　及び情報メディア活用能力を高める。  　　　　　　ための共通基礎科目を改善・充実する。
 　　　　　エ　異文化理解と国際的コミュニケーション能力の  　　　　　・　専門科目との連携を視野に入れつつ、外国語コミュニケーション能力獲得の基礎と
 　　　　　　ための基礎となる外国語能力の向上を図る。  　　　　　　なる外国語科目を充実する。

 　　　　ⅱ　教養教育の成果・効果の評価・検証に関する目標  　　　　ⅱ　教養教育の成果・効果の評価・検証に関する具体的方策
 　　　　　ア　カリキュラムや学習環境について、学生の要望  　　　　　・　学生による授業評価、学生・教員へのアンケートを踏まえた自己点検評価を実施す
 　　　　　　を反映する。  　　　　　　る。
 　　　　　イ　教養教育に関して外部からの意見を求め、改善  　　　　　・　大学教育に関するアンケート調査や意見交換会の実施について検討し、カリキュラ
 　　　　　　を図る。  　　　　　　ムの改善に資する。

 　　　　ⅲ　学生支援に関する目標  　　　　ⅲ　学生支援に関する具体的方策
 　　　　　ア　教養教育においてもキャリア教育を充実する。  　　　　　・　就職指導体制と連携しつつ、キャリア教育の充実を図る。

 　　　○　学部教育  　　　○　学部教育
 　　　　ⅰ　学部教育の成果に関する目標  　　　　ⅰ　学部教育の成果に関する具体的目標の設定
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 　　　　　ア　専門分野のみならず関連する他分野の知識と思  　　　　　・　現代社会の問題や各専門領域における先端的課題に対する理解を深める。
 　　　　　　考方法を身につける。
 　　　　　イ　社会人・職業人として国際社会で活躍するため  　　　　　・　国際的に通用する教育課程などの構築を図る。
 　　　　　　に必要な学識とコミュニケーション・発表能力を  　　　　　・　専門分野においても必要とする語学力及び情報メディア活用技術の向上を図る。
 　　　　　　高める。  　　　　　・　学生の国内外の教育研究機関などにおける学習成果を評価する。
 　　　　　ウ　自ら課題を発見し探求する能力を育成する。  　　　　　・　少人数教育、対話型教育などを通して課題を発見し探求する能力を育成する。

 　　　　ⅱ　学部教育の成果・効果の評価・検証に関する目標  　　　　ⅱ　学部教育の成果・効果の評価・検証に関する具体的方策
 　　　　　ア　カリキュラムや学習環境について、学生の要望  　　　　　・　学生による授業評価、学生・教員へのアンケートを踏まえた自己点検評価を実施す
 　　　　　　を反映する。  　　　　　　る。

 　　　　　・　在学時の教育に関するアンケートなどを卒業生に実施する。
 　　　　　イ　学部教育に関して外部からの意見を参考に、改  　　　　　・　学生が就職した企業などへのアンケート調査や意見交換会を実施する。
 　　　　　　善を図る。

 　　　　ⅲ　卒業後の進路指導に関する教育的な目標  　　　　ⅲ　卒業後の進路指導に関する具体的な教育目標の設定
 　　　　　ア　学生が自分の能力と希望を生かせる進路につい  　　　　　・　学部教育において、キャリア教育の充実を図る。
 　　　　　　て、適切に指導する。  　　　　　・　経験豊かな社会人講師、国家資格に関連した多様な専門家講師などによる啓発的な

 　　　　　　授業を含むカリキュラムの編成・整備を行う。
 　　　　　・　各種国家試験や資格試験の受験を奨励する。

 　　　　　イ　学生が社会への理解を深める機会の増加に努め  　　　　　・　インターンシップなど、職業教育の充実を図る。
 　　　　　　る。
 　　　　　ウ　学生が大学院教育の重要性について、よく理解  　　　　　・　学部教育と大学院教育の継続性及び大学院教育の重要性を明示し、大学院への進学
 　　　　　　できるように努める。  　　　　　　者増を図る。
 　　　　　エ　進路指導について評価・検証を行い、改善を図  　　　　　・　卒業後の進路・社会活動状況を追跡調査する体制の整備を図る。
 　　　　　　る。

 　　　　ⅳ　学生支援に関する目標  　　　　ⅳ　学生支援に関する具体的方策
 　　　　　ア　大学教育における学生相談機能の位置づけを明  　　　　　・　学生の修学支援のため、保護者との連携を強化する。
 　　　　　　確にするとともに、相談体制の整備を図る。  　　　　　・　学生の現状とニーズを的確に把握し、学生の視点に配慮した学習指導や就職支援な

 　　　　　　ど、入学から卒業までの丁寧な支援体制を構築する。
 　　　　　・　キャリア教育を充実し、就職指導体制を整備する。

 　　②　大学院課程  　　　②　大学院課程
 　　　1)　専門分野についての高度で体系的な知識と実践的能
 　　　　力を養成する教育を充実する。
 　　　2)　現代社会の諸課題への関心を深めるとともに、社会
 　　　　的・学術的に重要な課題を自ら設定し、分析・解決す
 　　　　る能力を養成する教育を充実する。
 　　　3)　特に大学院修士課程においては専門的職業人として
 　　　　の能力を育成する。
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 　　　4)　特に大学院博士課程においては高度な学術研究を通
 　　　　じて高度専門的職業人、研究者としての能力を育成す
 　　　　る。

 　　　　ⅰ　大学院教育の成果に関する目標  　　　　ⅰ　大学院教育の成果に関する具体的目標の設定
 　　　　　ア　高度な体系的知識に基づいて現代的諸課題への  　　　　　・　現代社会の問題や各専門領域における先端的課題に対応した高度な教育内容の充実
 　　　　　　関心を深め、社会的・学術的に重要な課題を自ら  　　　　　　を図る。
 　　　　　　設定し、分析・解決する実践的能力を養成する教
 　　　　　　育を充実する。

 　　　　ⅱ　大学院教育の成果・効果の評価・検証に関する目  　　　　ⅱ　大学院教育の成果・効果の評価・検証に関する具体的方策
 　　　　　標
 　　　　　ア　カリキュラムや学習環境について、学生の要望  　　　　　・　学生による授業評価、学生・教員へのアンケートを踏まえた自己点検評価を実施す
 　　　　　　を反映する。  　　　　　　る。

 　　　　　・　在学時の教育に関するアンケートなどを修了生に実施する。
 　　　　　イ　大学院教育に関して外部からの意見を参考に、  　　　　　・　学生が就職した企業などへのアンケート調査や意見交換会を実施する。
 　　　　　　改善を図る。

 　　　　ⅲ　修了後の進路指導に関する教育的な目標  　　　　ⅲ　修了後の進路指導に関する具体的な教育目標の設定
 　　　　　ア　学生が自分の能力と希望を生かせる進路につい  　　　　　・　各種国家試験や資格試験受験の奨励及び促進を図る。
 　　　　　　て指導する。
 　　　　　イ　学生が社会への理解を深める機会の増加に努め  　　　　　・　経験豊かな社会人講師、国家資格に関連した多様な専門家講師などによる啓発的な
 　　　　　　る。  　　　　　　授業を含むカリキュラムの編成・整備を行う。
 　　　　　ウ　進路指導について評価・検証を行い、改善を図  　　　　　・　修了後の進路・社会活動状況を追跡調査する体制を整備する。
 　　　　　　る。

 　(2) 教育内容等に関する目標  　(2) 教育内容等に関する目標を達成するための措置
 　　①　学士課程  　　①　学士課程
 　　　　ⅰ　アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜に  　　　　ⅰ　アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策
 　　　　　関する目標  
 　　　　　ア　多様で優れた学生の確保に努めるため、教育理  　　　　　・　アドミッション・ポリシーを見直し、これに応じた入学者選抜を実施する。
 　　　　　　念・教育目標に即してアドミッション・ポリシー
 　　　　　　を明らかにする。
 　　　　　イ　選抜の種類に応じて適切な選抜方法を実施する。  　　　　　・　AO入試（アドミッションズ・オフィスによる自由応募入試）の導入など入試方法の

 　　　　　　多様化を図る。
 　　　　　・　社会人学生、外国人留学生の受け入れを拡充するため、募集人員増や柔軟性のある
 　　　　　　選抜方法の開発など選抜方法を改善する。
 　　　　　・　推薦入学、３年次編入学などの特別選抜による入学者の追跡調査を継続的に実施し、
 　　　　　　募集方法の改善を検討する。
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 　　　　　ウ　選抜方法について広く社会に周知を図り、受験  　　　　　・　アドミッション・ポリシーや入試制度などの入試関係情報を大学ホームページや広
 　　　　　　生の確保に努める。  　　　　　　報誌に掲載して、広く社会に周知を図る。

 　　　　　・　大学説明会、高校教諭との懇談会、体験入学、出張講義などを活用して入試関係情
 　　　　　　報を提供し、志願者を確保する。
 　　　　　・　外国人留学生のために、国内外の各種説明会を通じて入試関係情報を提供し、志願
 　　　　　　者を確保する。

 　　　　　エ　入学者選抜方法について評価・検証を行い、改  　　　　　・　入学者選抜方法の現状を評価し問題点を探るため、選抜方法別の追跡調査を行う。
 　　　　　　善を図る。

 　　　○　教養教育  　　　○　教養教育
 　　　　ⅰ　教育理念等に応じた教育課程を編成するための目  　　　　ⅰ　教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策
 　　　　　標
 　　　　　ア　４年一貫教育の中で学部教育との連携を保ちつ  　　　　　・　大学教育の質の向上を図るため、教養教育と学部教育のカリキュラム編成を改善す
 　　　　　　つ教養教育の質の向上を図る。  　　　　　　る。

 　　　　　イ　大学教育への円滑な導入に配慮し、自主的・主  　　　　　・　自主的・主体的に勉学に取り組む姿勢と実践的能力を育むため、大学教育への円滑
 　　　　　　体的に勉学に取り組む姿勢を育む。  　　　　　　な導入に配慮した少人数クラスによるゼミナールを1年次に開講するなど導入教育を

 　　　　　　充実する。
 　　　　　ウ　プレゼンテーション・コミュニケーション能力  　　　　　・　プレゼンテーション・コミュニケーション能力及び情報メディア活用能力を高める
 　　　　　　及び情報メディア活用能力を高める。  　　　　　　ための共通基礎科目を改善・充実する。

 　　　　　・　語学資格検定の単位化を一層推進する。

 　　　　ⅱ　授業形態、学習指導法等に関する目標  　　　　ⅱ　授業形態、学習指導法等に関する具体的方策
 　　　　　ア　教育と学習の質を向上させるために授業形態や  　　　　　・　外国語学習や情報メディア活用技術の自己学習向けにe-Learningシステムを導入し、
 　　　　　　学習指導法などを改善する。  　　　　　　自己採点、自己診断機能による能力開発を推進する。

 　　　　　・　学習補助システム（再履修、補習教育など）の導入について検討する。
 　　　　　・　双方向遠隔授業システムを導入し、他大学との教育連携を充実する。

 　　　　　イ　学生が目的と見通しを持って学習に取り組むこ  　　　　　・　学生が目的と見通しを持って学習に取り組むことができるよう、カリキュラムの目
 　　　　　　とができるよう教育指導法を改善する。  　　　　　　的や授業の趣旨などについて十分なガイダンスを行うほか、学習について適切な指導・

 　　　　　　助言を行う。
 　　　　　・　全学的な様式統一などにより、シラバスの内容について改善を図るとともにWeb化
 　　　　　　を進める。

 　　　　ⅲ　適切な成績評価等の実施に関する目標  　　　　ⅲ　適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
 　　　　　ア　適正な成績評価によって教育効果を高める。  　　　　　・　各科目について目標達成度に応じたより客観的な成績評価基準の設定と運用につい

 　　　　　　て検討する。

 　　　○　学部教育  　　　○　学部教育
 　　　　ⅰ　教育理念等に応じた教育課程を編成するための目  　　　　ⅰ　教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策
 　　　　　標
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 　　　　　ア　４年一貫教育の中で教養教育との連携を保ちつ  　　　　　・　大学教育の質の向上を図るため、教養教育と学部教育のカリキュラム編成を改善す
 　　　　　　つ学部教育の質の向上を図る。  　　　　　　る。
 　　　　　イ　大学教育への円滑な導入に配慮し、自主的・主  　　　　　・　自主的・主体的に勉学に取り組む姿勢と実践的能力を育むため、大学教育への円滑
 　　　　　　体的に勉学に取り組む姿勢を育む。  　　　　　　な導入に配慮した少人数クラスによるゼミナールを1年次に開講するなど導入教育を

 　　　　　　充実する。
 　　　　　ウ　専門分野のみならず広く学問分野の知識を修得  　　　　　・　現代社会の問題や各専門領域における先端的課題に対応した教育内容の充実を図る。
 　　　　　　し、各分野の基礎知識と思考方法を修得する。  　　　　　・　他分野への学生の関心と意欲に応えるため、他学部で開設する専門科目の履修枠を

 　　　　　　拡大するなど、分野間の連携を強化する。
 　　　　　・　各専門領域における基礎知識とその応用・思考方法を習得するための教育を充実す
 　　　　　　る。

 　　　　　エ　社会人・職業人として国際社会で活躍するため  　　　　　・　技術者養成に係る各専門分野では「JABEE」の認定を推進するなど、国際的に通用
 　　　　　　に必要な学識とコミュニケーション・発表能力を  　　　　　　する教育課程の構築を図る。
 　　　　　　修得する。  　　　　　・　学部教育に必要な語学力の養成と情報メディア活用技術の修得に向けて教育内容の
 　　　　　オ　国際的に貢献できる学生を養成する。  　　　　　　充実を図る。

 　　　　　・　学生の国内外の教育研究機関などへの派遣期間中における成果を専門科目として単
 　　　　　　位認定することを一層推進する。

 　　　　　カ　自ら課題を発見し探求する能力を修得する。  　　　　　・　課題を発見し探求する能力を育むため、少人数教育、対話型教育などを重視したカ
 　　　　　　リキュラムを検討する。
 　　　　　・　特色ある大学教育支援プログラム「ものづくりを支える工学力教育の拠点形成」を
　　　　 　　推進し、全国のモデルとなる工学力養成カリキュラムを構築する。

 　　　　ⅱ　授業形態、学習指導法等に関する目標  　　　　ⅱ　授業形態、学習指導法等に関する具体的方策
 　　　　　ア　教育と学習の質を向上させるために授業形態や  　　　　　・　少人数教育、対話型教育など演習形式の科目及び講読、実習など講義以外の形態の
 　　　　　　学習指導法などを改善する。  　　　　　　授業を充実する。
 　　　　　イ　学生が目的と見通しを持って学習に取り組むこ  　　　　　・　学生が目的と見通しを持って学習に取り組むことができるよう、カリキュラムの目
 　　　　　　とができるよう教育指導法を改善する。  　　　　　　的や授業の趣旨などについて十分なガイダンスを行うほか、学習について適切な指導・

 　　　　　　助言を行う。
 　　　　　・　シラバスの全学的な様式統一など内容について改善を図るとともにWeb化を進める。
 　　　　　・　自己学習向けにe-Learningシステムを導入し、自己採点、自己診断機能による能
 　　　　　　力開発を推進する。

 　　　　ⅲ　適切な成績評価等の実施に関する目標  　　　　ⅲ　適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
 　　　　　ア　適正な成績評価によって教育効果を高める。  　　　　　・　各科目について目標達成度に応じたより客観的な成績評価基準の設定と運用につい

 　　　　　　て検討する。

 　②　大学院課程  　　②　大学院課程
 　　　　ⅰ　アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜に  　　　　ⅰ　アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策
 　　　　　関する目標  
 　　　　　ア　多様で優れた学生の確保に努めるため、教育理  　　　　　・　アドミッション・ポリシーを明確にし、これに応じた入学者選抜を実施する。
 　　　　　　念・教育目標に即してアドミッション・ポリシー
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 　　　　　　を明らかにする。
 　　　　　イ　選抜の種類に応じて適切な選抜方法を実施する。  　　　　　・　社会人学生、外国人留学生の受け入れについて、選抜方法の改善を進める。
 　　　　　ウ　選抜方法について広く社会に周知を図り、受験  　　　　　・　大学及び大学院で策定されたアドミッション・ポリシーや入試制度について、大学
 　　　　　　生の確保に努める。  　　　　　　ホームページや広報誌などに掲載し、広く社会へ周知する。
 　　　　　エ　入学者選抜方法について評価・検証を行い、改  　　　　　・　入学者選抜方法の現状を評価し問題点を探るため、選抜方法別の追跡調査を行う。
 　　　　　　善を図る。

 　　　　ⅱ　授業形態、学習指導法等に関する目標  　　　　ⅱ　授業形態、学習指導法等に関する目標を達成するための具体的方策
 　　　　　ア　学生が自分の能力と希望を生かすことができる  　　　　　・　学生が目的と見通しを持って学習に取り組むことができるよう、カリキュラムの目
 　　　　　　進路について、適切に指導する。  　　　　　　的や授業の趣旨などについて十分なガイダンスを行うほか、学習について適切な指導・

 　　　　　　助言を行う。
 　　　　　・　大学院の10月入学制度の導入について検討を進める。

 　(3) 教育の実施体制等に関する目標  　(3) 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置
 　　　　ア　教養教育の量的・質的充実のために、また教養教  　　　　ⅰ　適切な教職員の配置等に関する具体的方策
 　　　　　育を経験することで教育能力を向上させるために、  　　　　　・　教養教育に関しては、授業科目に応じた全学教員による学部横断的な教員集団の組
 　　　　　全学の全教員が教養教育の実施に参画する。  　　　　　　織と授業実施体制を充実しつつ、企画・立案・管理を担当し、教養教育の実施の指揮
 　　　　イ　教育目標、国際化・高度情報化などの社会の変化  　　　　　　にあたる組織の設置を検討する。
 　　　　　を踏まえて、多様で質の高い教育が実施できるよう  　　　　　・　大学教育の研究及びカリキュラムの自己点検・評価を継続的に担当する組織の設置
 　　　　　教員の構成と配置を図る。  　　　　　　を検討する。

 　　　　　・　教育課程に応じた教員配置について、教員構成の適正化を図る。
 　　　　　・　教育課程における非常勤講師の役割を明確にし、適正な数と配置について検討する。
 　　　　　・　学部を越えた全学的教員連携・協力体制を検討する。

 　　　　ウ　教員の教授能力を高めるための体制を整える。  　　　　ⅱ　教材、学習指導法等に関する研究開発及びFD（ファカルティ・ディベロップメント）
 　　　　　に関する具体的方策
 　　　　　・　教員の教授能力の向上、授業方法の改善に向けての実践的研修を含めた多様なFDを
 　　　　　　企画・推進する。

 　　　　エ　教育目標が実現できるように国際化・高度情報化  　　　　ⅲ　教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備に関する具体的方策
 　　　　　などの社会の変化を踏まえて、教育環境を整備する。  　　　　　・　総合情報基盤センターと連携し、マルチメディア及びインターネットを用いた教育

 　　　　　　を推進するための環境整備を進める。
 　　　　　・　教育・学習支援としてWebを利用したe-Learningシステムを整備する。また、オン
 　　　　　　ライン・クラス・システムのためのコンピュータやネットワーク関連機器、AV機器な
 　　　　　　どを整備する。
 　　　　　・　TOEIC自習システムなど外国語自己学習システムを整備する。
 　　　　　・　外国人留学生のための図書など資料類を系統的に整備するととともに海外衛星放送
 　　　　　　受信システムを充実する。
 　　　　　・　教育・学習に必要な図書館資料及び電子図書館的機能の整備・充実を図るとともに、
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 　　　　　　附属図書館の利用者環境を整備する。
 　　　　　・　教室の空調設備の整備など、良好な学習環境を整える。

 　　　　オ　教育の実施体制について評価・検証を行い、改善  　　　　ⅳ　教育の実施体制の評価・検証に関する具体的方策
 　　　　　を図る。  　　　　　・　学生による授業評価の方法を継続的に改善する。

 　　　　　・　教員の教育業績評価の基準を検討する。
 　　　　　・　外部評価、第三者評価など多様な点検評価を実施し、その評価結果を教育の改善に
 　　　　　　反映させるためのシステムを構築する。
 　　　　　・　学部教育と大学院教育の連携について恒常的な点検評価を行い、その結果を教育改
 　　　　　　善にフィードバックさせる。

 　　　　ⅴ　全国共同教育、学内共同教育に関する具体的方策
 　　　　　・　補習授業等特定の科目については適切な授業実施が可能となるよう、関連大学と協
　　　 　　　力して教材や授業方法の開発を行う。

 　　　　ⅵ　学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項
 　　　　　・　大学院理工学研究科の教育研究体制の再編・整備を図る。
　　　　   ・　学生の自主的、創造的な活動を支援する工学力（ものづくりを支える総合的な力）
 　　　　　　教育の拠点形成を目指す。

 　(4) 学生への支援に関する目標  　(4) 学生への支援に関する目標を達成するための措置
 　　　　ア　大学教育における学生相談機能の位置付けを明確  　　　　ⅰ　学生相談体制の充実（学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策）
 　　　　　にするとともに、相談体制の整備を図る。  　　　　　・　助言教員・指導教員制度を改善し、学生相談体制を充実する。

 　　　　　・　セクシャル・ハラスメントなどに関する認識と共通理解を深め、公正かつ迅速な対
 　　　　　　応を行うためのシステムを整備する。
 　　　　　・　オフィスアワーの全学的な活用を図る。
 　　　　　・　メンタルヘルスケア体制の充実を図る。

 　　　　イ　学生の現状とニーズを的確に把握し、学生の視点  　　　　ⅱ　学習支援体制の充実（学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策）
 　　　　　に配慮した学習指導や就職支援など、入学から卒業  　　　　　・　入学時オリエンテーションの改善・充実を図る。
 　　　　　までの丁寧な支援体制を構築する。  　　　　　・　助言教員・指導教員制度を改善し、学生の学習支援体制を充実する。

 　　　　　・　学務情報システムの充実を図り、Webを利用した修学・学習情報などを学生に提供
 　　　　　　することにより学生個人のクラススケジューリングを支援する。
 　　　　　・　学生に対する学習支援を強化するためTA（ティーチング・アシスタント）制度を充
 　　　　　　実する。

 　　　　ウ　社会人学生、外国人留学生の現状に配慮した学習  　　　　ⅲ　社会人学生、外国人留学生等に対する配慮
 　　　　　相談支援体制を構築する。  　　　　　・　社会人学生の教育研究指導のため、インターネットとWebを活用した遠隔指導によ

 　　　　　　る教育を充実する。
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 　　　　　・　社会人学生のための講義、研究の時間と場所の多様化について検討する。
 　　　　　・　教育研究施設の夜間や休日利用など、社会人学生の修学をサポートする環境を整備
 　　　　　　する。
 　　　　　・　外国人留学生に対する日本語教育及び日本語学習支援体制を充実する。
 　　　　　・　外国人留学生に対する相談機能を強化するため、教員相互の連携・協力、情報の共
 　　　　　　有化を図る。
 　　　　　・　外国人留学生に対するチューター制度の効果的活用を図り、学習支援機能を強化す
 　　　　　　る。

 　　　　エ　学生の就職指導・支援等の充実を図るとともに、  　　　　ⅳ　就職支援体制の充実（就職支援等に関する具体的方策）
 　　　　　就職指導体制の整備を図る。  　　　　　・　就職支援体制の集中・拡充を図る。
 　　　　　  　　　　　・　自己の適性に応じた職業を選択できるよう指導・相談体制の強化を図る。
  　　　　　・　実社会との連携（インターンシップ等）を拡充し、職業観・勤労観の育成を図る。

 　　　　オ　学生支援について評価・検証を行い、改善を図る。  　　　　ⅴ　学生支援の評価・検証に関する具体的方策
 　　　　　・　学習・就職支援体制についてのアンケート調査を継続的に行い、改善を図る。
 　　　　　・　第三者評価など評価結果を学生支援の改善に反映させるシステムを構築する。
 　　　　　・　帰国した外国人留学生との双方向性のある組織的な情報ネットワークの構築を図る。

 ２　研究に関する目標  ２　研究に関する目標を達成するための措置
 　○　基本理念
 　　　社会と共栄する学術研究を推進する。
 　○　研究に関する基本目標
 　　　真に豊かな社会の実現を目指して、特色ある国際レベル
 　　の研究を推進する。

 　(1) 研究水準及び研究の成果等に関する目標  　(1) 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置
 　　　　ア　基礎研究を持続的に推進するとともに、学際的プ  　　　　ⅰ　目指すべき研究の方向性
      　 　ロジェクト研究を積極的に推進する。  　　　　　・　基礎研究の充実を図るとともに、人文、社会、自然科学研究の共同プロジェクト化、
     　　イ　現代社会が直面する課題の考察や解決に益する研  　　　　　　ネットワーク化を進め、異分野間の交流・連携による学際的プロジェクト研究も推進
     　　　究を充実する。  　　　　　　する。
 　　　　ウ　国際社会をリードする特色ある先端的研究を推進  　　　　　・　VBL（ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー）を活用して、独創的な研究開発の促
     　　　する。  　　　　　　進と高度な専門的職業能力を持つ創造的人材の形成を図る。

 　　　　エ　地域社会の文化的、経済的及び地理・地勢的な環  　　　　ⅱ　大学として重点的に取り組む領域
 　　　　　境に密着した研究を推進し、地域における文化の振  　　　　　・　国内外の関連研究機関との連携を図り、次世代エネルギーの研究開発を推進する。
 　　　　　興、経済の発展及び自然保護に貢献するよう努める。  　　　　　・　日本海及び周辺の自然・人文・社会系の総合的科学研究を推進する。
 　　　　オ　環日本海や北陸地域に根ざした研究分野を拡充す
 　　　　　る。
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 　　　　カ　研究に関する目的に照らしてふさわしい水準を実  　　　　　・　生命科学、情報科学、ナノ科学、環境科学などの分野において、世界に発信できる
 　　　　　現する。  　　　　　　先端的学術研究を推進する。

　　　　 キ　研究成果を積極的に公表する。  　　　　ⅲ　成果の社会への還元に関する課題
 　　　　ク　新産業の創出、企業化、雇用の創出に益する研究  　　　　　・　研究の成果を地域社会に積極的に発信するWebシステムの構築を図る。
 　　　　　を推進し、社会の活性化に寄与する。  　　　　　・　大学の保有するシーズと地域社会のニーズとの調整を積極的に図り、民間企業や自

 　　　　　　治体・県内高等教育機関との共同研究やプロジェクト研究などを推進する。
 　　　　　・　研究シーズPRのための出展事業や企業人対象の講演会など、産業界への技術移転を
 　　　　　　促進する企画を充実する。

 　(2) 研究実施体制等の整備に関する目標  　(2) 研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
 　　　　ア　学術研究の動向などに応じて、プロジェクトを計  　　　　ⅰ　適切な研究者等の配置に関する具体的方策
 　　　　　画し、研究組織の柔軟な編成や、学内外の研究組織・  　　　　　・　大学として取り組む重点的研究課題を多角的・総合的に研究するため、研究者の弾
 　　　　　機関との連携・協力を推進する。  　　　　　　力的配置を検討する。また、招聘外国人研究者、共同研究員、受託研究員など、学外

 　　　　　　の研究者の受入体制を充実する。
 　　　　　・　研究プロジェクトに応じて学部等にこだわらない組織づくりが可能となるよう教員
 　　　　　　の連携を推進する。
 　　　　　・　研究プロジェクトに応じてRA（リサーチ・アシスタント）などを適正に配置するた
 　　　　　　め必要な措置を講ずる。

 
 　　　　イ　科学研究費補助金など競争的研究資金の獲得を図  　　　　ⅱ　研究環境の整備に関する具体的方策
 　　　　　るとともに、学外機関との間で共同研究や受託研究  　　　　　・　科学研究費補助金、地方自治体・企業・財団研究奨励費などの外部資金の積極的な
 　　　　　などを進める。  　　　　　　獲得を図る。
 　　　　ウ　外部資金獲得を図るため、社会のニーズに応じた  　　　　　・　プロジェクト研究を遂行するための体制を強化し、研究の促進と学内施設・設備の
 　　　　　研究テーマへの取組みを図る。  　　　　　　一層の有効利用を図る。
 　　　　エ　研究を行うために必要な学内共同利用設備などの  　　　　　・　大型機器、特殊設備などの維持管理・更新の一元管理体制を整備し、学内の共同利
 　　　　　整備・充実を図る。  　　　　　　用を促進する。

     　　オ　学内の知的財産の活用及び特許の取得を推進する。  　　　　ⅲ　知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策
 　　　　　・　学内の知的資産の活用を促進するため、知的財産管理本部の設置について検討する。
 　　　　　・　知的財産の活用、起業などに関する学内コンサルティング体制を整備するため、LO
 　　　　　　（リエゾンオフィス）の設置について検討する。
 　　　　　・　特許の取得を促進する。

  　　　　ⅳ　全国共同研究、学内共同研究等に関する具体的方策
 　　　　　・　プロジェクト研究遂行のための体制を強化し、学内研究プロジェクトを推進する。
 　　　　　　また、民間企業及び地方自治体・県内高等教育機関との共同研究の促進を図る。
 　　　　　・　インターネットとWebを活用した遠隔ミーティングや遠隔指導を充実する。
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 　　　　ⅴ　学部・研究科等の研究実施体制等に関する特記事項
 　　　　　・　大学院理工学研究科の教育研究体制の再編・整備を図る。

 　(3) 研究活動の評価・検証に関する目標  　(3) 研究活動の評価・検証に関する具体的方策
 　　　　ア　研究活動の状況や問題点を把握し、質の向上及び  　　　　ⅰ　研究活動の評価及び評価結果を質の向上及び改善に反映させるための課題
 　　　　　改善を図る。  　　　　　・　教員の研究業績評価の基準を検討する。

 　　　　　・　研究活動についての自己評価、それに基づく外部評価、第三者評価など多様な点検
 　　　　　　評価を実施する。
 　　　　　・　点検評価の結果を研究活動の改善にフィードバックするためのシステムを実現する。
 

 ３　その他の目標  ３　その他の目標を達成するための措置
 　(1) 社会との連携、国際交流等に関する目標  　(1) 社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置
 　　①　社会との連携等に関する目標  　　①　社会との連携等に関する措置
 　　　　ア　地域に根ざした総合大学として、教育研究におい  　　　　ⅰ　地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策
 　　　　　て、地域社会との共存を図る体制を確立する。  　　　　　・　地域連携及び地域貢献に関する事業を実施し、地域社会の発展に貢献する。

 　　　　　・　海外活動拠点としての現地事務所の設置を産官学連携により推進する。
 　　　　　・　日本海及び周辺の自然・人文・社会系の総合的プロジェクト研究を推進する。
 　　　　　・　インターンシップ制度を充実する。
 　　　　　・　地域社会の人材を活用する。

 　　　　イ　地域のニーズなどに応じ、公開講座の開催、地域  　　　　ⅱ　地域のニーズ等に応じた教育面での社会貢献に関する具体的方策
 　　　　　住民に配慮した学習環境の整備を図る。  　　　　　・　大学の保有するシーズや研究テーマ・成果などを、Webを利用し、地域社会に積極

 　　　　　　的に発信するための教育研究に関するデータベース化を推進する。
 　　　　　・　公開講座、公開授業（オープンクラス）などの開放講座の充実、リカレント教育体
 　　　　　　制の整備、自治体主催の公開講座への参画など、地域社会からの生涯学習の要望に積
 　　　　　　極的に寄与するための体制を整備する。
 　　　　　・　インターネットを経由したオンライン・クラスの講義やe-Learning教材で自己学習
 　　　　　　ができるような遠隔学習環境を整備する。
 　　　　　・　SSH（スーパーサイエンスハイスクール）、SPP（サイエンス・パートナーシップ・
 　　　　　　プログラム事業）などの高大連携事業に積極的に参画する。

 　　　　ウ　産学官の交流を推進し、研究成果を社会に積極的  　　　　ⅲ　産学官連携の推進に関する具体的方策
 　　　　　に還元する。  　　　　　・　リエゾン機能、インキュベータ機能などを整備し、技術移転や共同研究を推進する

 　　　　　　など、産学官連携を充実する。

 　　　　エ　地域の高等教育機関等と連携し、社会貢献や国際  　　　　ⅳ　地域の高等教育機関等との連携に関する具体的方策
 　　　　　交流事業を活性化する。  　　　　　・　単位互換やWebを利用した教育・学術交流を推進する。
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 　　②　国際交流等に関する目標  　②　国際交流等に関する措置
 　　　　　・　国際交流について、全学で推進・支援できる体制作りに努める。

 　　　1)　国際交流の推進と国際社会へ貢献する体制を整備す
 　　　　る。
 　　　　ア　外国人留学生の受入、海外の大学との学術交流な  　　　　ⅰ　留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策
 　　　　　ど、国際社会に開かれた大学を構築する。  　　　　　・　交流協定大学との教育研究相互交流の促進、Webを利用した大学情報の相互交換、
 　　　　イ　研究者、学生の海外派遣を推進する。  　　　　　　帰国した外国人留学生に対するフォローアップシステムの構築などを相互に推進する。

 　　　　　・　交流協定大学との短期留学による学生の相互訪問などの受入・派遣体制を整備する。
 　　　　　・　外国人留学生受入のため、カリキュラムを整備・充実する。
 　　　　　・　外国人留学生への教育支援や海外諸大学への情報発信のため、多言語に対応したホ
 　　　　　　ームページを充実する。
 　　　　　・　学生の海外留学を推進・支援するための情報提供及び相談体制を整備する。

 　　　　ウ　教育研究活動に関連した国際貢献を推進する。  　　　　ⅱ　教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策
 　　　　　・　研究成果・テーマなどをWebにより国内外へ積極的に発信する。
 　　　　　・　日本学術振興会、JICA（国際協力事業団）などによる派遣・受入事業へ積極的に対
 　　　　　　応する。
 　　　　　・　国際研究集会・セミナーなどの開催に向けた支援体制を整備する。

 　　③　社会との連携、国際交流等の評価・検証に関する目  　③　社会との連携、国際交流等の評価・検証に関する目標を達成するための措置
 　　　標
 　　　　ア　社会との連携、国際交流などについて評価・検証  　　　　　・　社会との連携、国際交流などについての自己評価、それに基づく外部評価、第三者
 　　　　　を行い、改善を図る。  　　　　　　評価など多様な点検評価を実施する。

 

 　(2) 附属学校に関する目標  (2) 附属学校に関する目標を達成するための措置
 　　1)　教育の質の向上及び優秀な学校教員の養成を目指す。  　  　　ⅰ　大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策
 　　　　ア　学部と附属学校園が協力し、学校教育についての  　　　　　・　共同研究プロジェクトを積極的に推進する。
 　　　　  研究及び学生への実践的教育を実施する。  　　　　　・　学部教員による授業や臨床心理学分野などの相談を含め、学部教員と連携し、実践

 　　　　　　的な教育方法の研究を実施する。
 　　　　　・　附属学校園の教育活動に学部学生をボランティアとして参加させることを推進する。
 　　　　　・　保護者や地域関係者の専門的知識・技能を取り入れた授業研究を進める。
 　　　　　・　異校種間に系統性のある連続的な教育プログラムの開発研究を進める。
 　　　　　・　外国人留学生との国際交流を推進する。

 　　　　ⅱ　附属学校園の教育内容の向上及び学校運営の改善に関する具体的方策
 　　　　　・　児童・生徒の健康と精神の健全な発育のために教職員の充実を図る。
 　　　　　・　附属学校運営委員会の機能を充実する。
 　　　　　・　学校評議員や保護者会の助言や提言をより有効的に活用する体制を構築する。
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 　　　　　・　附属学校園における安全管理の充実を図り、児童生徒の安全を確保する。

 　　　　ⅲ　学生、大学院生の教育に関する具体的方策
 　　　　　・　事前指導の内容をより充実する。
 　　　　　・　学部教員の教育実習への効果的関わりについて検討する。
 　　　　　・　大学院担当教員の教育実践研究への効果的関わりについて検討する。

 　　2)　地域における学校教育のセンター的役割を果たすため、  　　　　ⅳ　地域における学校教育のセンター的役割を果たすための具体的方策
 　　　地域社会に開かれた学校運営を図る。  　　　　　・　富山県内教育諸機関と連携し、教育理論を実践する場や実践的研修の場を提供する

 　　　　　　ことにより、活発な教育研究活動を推進する。
 　　　　　・　環日本海諸国の大学の附属学校園などとの交流実践を通し、教育における拠点学校
 　　　　　　を目指す。

 　　3)　附属学校園の諸活動などについての評価・検証を行い、  　　　　ⅴ　附属学校園の諸活動などの評価・検証に関する具体的方策
 　　　改善を図る。  　　　　　・　附属学校園の諸活動などについての自己評価を行い、それに基づく外部評価を実施

 　　　　　　する。

 

 Ⅲ　業務運営の改善及び効率化に関する目標  Ⅱ　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
 　○　業務運営に関する目的
 　　1)　大学運営に関する明確な戦略を確立し、効率的かつ機
 　　　動的な運営を行う。
 　　2)　地域・社会のニーズを反映し、開かれた大学を目指す。
 　　3)　適切な評価システムと監査機能を整備し、絶えず質的
 　　　向上を目指す。

 １　運営体制の改善に関する目標  １　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
 　　1)　大学運営に関する戦略を確立し、学長のリーダーシッ  　　　　ⅰ　全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策
 　　　プの下、全学的な視点に立った機動的な運営を実施する。  　　　　　・　教育、研究、社会貢献、国際貢献、管理運営などの適切な評価体制を確立し、国際

 　　　　　　競争力を備えた教育研究の推進を図る管理運営体制を整備する。

 　　　　ⅱ　運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策
 　　　　　・　大学運営組織のより効率的な機能分担システムへの移行を進める。
 　　　　　・　点検評価の結果の教育研究活動や組織運営の改善へのフィードバックシステムを構
 　　　　　　築する。
 　　　　　・　委員会などの運営を合理化し、教員が教育と研究に集中できる体制を整える。

 　　2)　学部長のリーダーシップの下、学部運営の効率化を図  　　　　ⅲ　学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策
 　　　り、学部の教育研究の質的向上を達成する。  　　　　　・　学部運営・執行体制を見直し、機動的な運営・執行体制の整備を進める。
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 　　　　　・　教授会の審議事項を見直すとともに、教授会、委員会の運営を効率化するなど、業
 　　　　　　務運営体制の改善を図る。

 　　3)　全学的な戦略方針に基づく、学内人的資源の効率的か  　　　　ⅳ　全学的視点からの戦略的な学内人的資源配分に関する具体的方策
 　　　つ適正な配分システムを確立する。 　　　　 　・　独創的研究創出や教育方法改善プロジェクトなどへの学内人的資源の配分について

　　　　 　　検討する。

 　　4)　教員組織と事務組織の連携を強化し、教育研究の質的  　　　　ⅴ　教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策
 　　　向上を図る。  　　　　　・　教育研究支援、学生サービスの維持向上に向け、専門性が必要なセクションの整備

 　　　　　　や人材養成などを進める。
 　　　　　・　セクシャル・ハラスメントなどに係る対応を公正かつ迅速に行うためのシステムの
 　　　　　　改善・充実を図る。
 　　　　　・　学生支援業務などに関する教員と事務職員の一体的な運営組織を設置する。

 　　5)　大学運営に学外の意見を積極的に反映する。  　　　　ⅵ　学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策
 　　　　　・　高度専門業務遂行のための学外専門家によるコンサルティングなどについて検討す
 　　　　　　る。

 　　6)　大学運営における監査機能を強化する。  　　　　ⅶ　監査機能の充実に関する具体的方策
 　　　　　・　監事や会計監査人との連携により、内部監査機能の充実・強化を図る。

 　　　　ⅷ　国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策
 　　　　　・　教育研究及び事務執行などに関する大学間の連携・協力の在り方について検討する。

 
 ２　教育研究組織の見直しに関する目標  ２　教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置
 　　1)　学術研究の進展や社会的要請に応じ、教育研究の適切  　　　　ⅰ　教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策
 　　　な評価に基づき、教育研究組織の見直し、弾力的な設計  　　　　　・　教育及び研究の点検評価の結果を教育研究組織の見直しにフィードバックするシス
 　　　を進める。  　　　　　　テムについて検討する。

 　　　　ⅱ　教育研究組織の見直しの方向性
 　　　　　・　大学院理工学研究科の教育研究体制の再編・整備を図る。
 　　　　　・　社会のニーズに応じたより柔軟な教育体制と教員の協力体制を実現するため、学科
 　　　　　　再編も視野に入れた見直しを行う。

 ３　人事の適正化に関する目標  ３　教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置
 　　1)　柔軟で、多元的な評価システムの構築による適切な人  　　　　ⅰ　人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策
 　　　事管理システムを確立する。  　　　　　・　多様な評価制度を確立し、人事に反映させることを検討する。
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 　　　　ⅱ　柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策
 　　　　　・　業務全般について点検評価し、中長期的な観点に立った適正な人員配置を進める。
 　　　　　・　教員の教育、研究、社会貢献、管理運営などに関して柔軟な役割分担制度を構築し、
 　　　　　　教育研究の質の向上を図る。
 　　　　　・　サバティカル制度など教員の教育研究能力向上に資する柔軟な人事制度について検
 　　　　　　討する。
 　　　　　・　国際性、男女雇用機会均等法の精神などの観点から、外国人教員、女性教員の採用
 　　　　　　を促進する。

 　　　　ⅲ　任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策
 　　　　　・　教員選考指針を改善し、任期制を拡充するなど、多様な方策により教員人事の活性
 　　　　　　化を図るとともに優秀な人材の確保に努める。

 　　2)　事務職員の専門的能力及び資質の向上を図る。  　　　　ⅳ　事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策
 　　　　　・　高度専門性を必要とする職種に応じ、多様な採用方法をとる。
 　　　　　・　職員の専門性の向上や資質の向上に資するため、企業への派遣研修や海外派遣研修、
 　　　　　　国内外における職能開発研修やSD（スタッフ・デベロップメント）研修など職員研修
 　　　　　　の充実を図る。

 ４　事務等の効率化・合理化に関する目標  ４　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
 　　1)　各種事務の集中化・電算化などにより、事務処理の簡  　　　　ⅰ　事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策
 　　　素化・迅速化を図る。  　　　　　・　事務組織、事務分掌を見直し、事務の効率化・合理化・簡素化に努める。

 　　　　　・　申請・届出から証明書等の発行までの一連の業務について、Webシステムを用いた
 　　　　　　ワンストップサービスの実現に向け、各種申請書、証明書等の電子化を進める。
 　　　　　・　業務の迅速化・効率化及びペーパーレス化に向け、学生・教官等との電子的双方向
 　　　　　　コミュニケーションシステムの構築を進める。

 　　2)　全学にわたる事務の情報化について企画・立案し、そ  　　　　ⅱ　事務情報化推進に関する具体的方策
 　　　の計画に基づき事務情報化を推進する。  　　　　　・　教育・研究を支援する事務を電子的に実現するための、電子事務局化を推進する。

 　　　　　・　総合文書管理システム及び全学的グループウェアの導入並びに全学事務データベー
 　　　　　　スの構築による情報の一元管理化・共有化を図り、高度な情報活用及び業務の効率化
 　　　　　　を推進する。
 　　　　　・　事務用情報システムを統轄し、総合情報基盤センターとの連携を取りながら、全学
 　　　　　　的見地で業務システムの管理・運用を進める。
 　　　　　・　事務情報化を推進するため情報基盤の整備を図る。
 　　　　　・　情報セキュリティを確保した、信頼性、安全性の高い業務システムの導入・運用を
 　　　　　　推進する。

 　　3)　外部委託などを積極的に推進し、事務の効率化・合理  　　　　ⅲ　業務のアウトソーシング等に関する具体的方策
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 　　　化を図る。  　　　　　・　業務プロセスや資源の最適配分など業務全般について見直しを行い、事務の効率化・
 　　　　　　合理化に向けたアウトソーシングを推進する。
 　　　　　・　費用対効果面での監査機能を強化し、経費節減に向けたアウトソーシング化移行へ
 　　　　　　の対策を検討する。

 ５　業務運営の改善及び効率化について評価・検証を行い、改  ５　業務運営の改善及び効率化の評価・検証に関する措置  
 　善を図る。  　　　　　・　業務運営の改善及び効率化についての自己評価、それに基づく外部評価・第三者評

 　　　　　　価など多様な点検評価を実施する。

 

 Ⅳ　財務内容の改善に関する目標  Ⅲ　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
 　○　大学が有する様々な資産の有効かつ効率的な活用を図る
 　　とともに、それを用いて積極的に外部資金の導入を推進し、
 　　大学運営の効率化に資する。

 １　個性豊かな大学づくりと国際競争力のある教育研究環境な  １　全学的な観点に立った意思決定の仕組みを確立する。
 　どの改善を図る。  　　　　　・　経営責任の明確化による機能的・戦略的な大学運営を実現するための予算の重点配

　　　　 　　分システムを構築する。
 　　　　　・　教育、研究、社会貢献など評価に応じた予算の配分システムについて検討する。
 　　　　　・　評価に応じた物的資源の配分を行う運営システムの確立について検討する。

 ２　外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標  ２　外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置
 　　1)　科学研究費補助金など競争的研究資金の獲得を図ると  　　　　ⅰ　科学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金増加に関する具体的方策
 　　　ともに、受託研究など産学官連携研究を推進する。  　　　　　・　科学研究費補助金、公募型プロジェクト研究など競争的外部資金の獲得に向け、積

 　　　　　　極的な応募を奨励する。
 　　　　　・　受託研究、共同研究など産学官連携研究の増大を図る。
 　　　　　・　奨学寄附金の獲得など研究資金の充実を図る。

 ３　経費の抑制に関する目標  ３　経費の抑制に関する目標を達成するための措置
 　　1)　管理経費の節減を行うとともに効率的な施設運用を行  　　　　ⅰ　管理的経費の抑制に関する具体的方策
 　　　うことにより固定的経費の節減を図る。  　　　　　・　管理的経費の抑制・縮減に向けて、業務全般について見直し、事務の効率化・合理

 　　　　　　化を進める。

 ４　資産の運用管理の改善に関する目標  ４　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
 　　1)　財務資源及び知的財産の有効活用を図る。  　　　　ⅰ　資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策
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 　　　　　・　教育研究を通して得られた学内の知的財産や、土地・建物・設備などをマネジメン
　　　　　 　トする組織を整備し、学内での共有の促進、学外への積極的な提供を図る。
 　　　　　・　新たな整備手法の導入について検討する。

 ５　財務内容について評価・検証を行い、改善を図る。  ５　財務内容の評価・検証に関する措置  
 　　　　　・　財務内容についての自己評価、それに基づく外部評価・第三者評価など多様な点検
 　　　　　　評価を実施する。

 

 Ⅴ　自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目  Ⅳ　自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置
 　標
 　○　大学の社会的役割に鑑み、透明性の高い大学運営を行う
 　　とともに、適切な評価システムに基づく評価結果を社会に
 　　積極的に公表する。

 １　評価の充実に関する目標  １　評価の充実に関する目標を達成するための措置
 　　1)　地域、国民に対して透明性の高い管理運営体制を確立  　　　　ⅰ　自己点検・評価の改善に関する具体的方策
 　　　する。  　　　　　・　客観的データに基づく自己評価、外部評価及び第三者評価に対応するためのシステ
 　　2)　自己点検・評価及び第三者評価を厳正に実施するとと  　　　　　　ムを構築する。
 　　　もに、評価結果を大学運営の改善に十分に反映させる。  　　　　　・　教員の教育業績評価、学生による授業評価など多様な評価システムの導入を推進す

 　　　　　　る。

 　　　　ⅱ　評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策
 　　　　　・　評価結果を公表し、大学運営の改善に向けフィードバックするシステムを構築する。
 

 ２　情報公開等の推進に関する目標  ２　情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置
 　　1)　情報公開のための組織を整備し、大学の保有する情報  　　　　ⅰ　大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策
 　　　の公開に努める。  　　　　　・　ホームページを通じて教育研究活動の成果を積極的に発信するなどWebを利用した
 　　2)　教育研究活動の状況など大学に関する情報提供の充実  　　　　　　情報提供を進める。
 　　　を図る。  　　　　　・　教育研究情報をデータベース化し、公表可能なデータについては学外者がアクセス

 　　　　　　できるシステムを構築する。

 ３　社会への説明責任が果たされているかについて評価・検証  ３　社会への説明責任の評価・検証に関する措置
 　を行い、改善を図る。  　　　　　・　社会への説明責任についての自己評価、それに基づく外部評価・第三者評価など多

 　　　　　　様な点検評価を実施する。
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 Ⅵ　その他業務運営に関する重要目標  Ⅴ　その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
 １　富山県内国立大学の再編・統合に関する目標  １　富山県内国立大学の再編・統合に関する目標を達成するための措置
 　　1)　富山県内国立三大学の再編・統合により教育研究環境  　　　　　・　教養教育及び専門教育の充実、国際水準の学際的研究及び社会貢献の推進並びに管
 　　　の基盤を強化し、教育研究の質の向上と知的社会貢献の  　　　　　　理運営の効率化などに関する合意事項の具体化について、新大学創設準備協議会で積
 　　　向上を図る。  　　　　　　極的に検討を進める。

 ２　北陸地区の国立大学連合に関する目標  ２　北陸地区の国立大学連合に関する目標を達成するための措置
 　　1)　教育研究の活性化を目的に結成された「北陸地区国立  　　　　　・　「北陸地区国立大学連合」の協定に基づき、単位互換や遠隔授業、共同研究、施設
 　　　大学連合」を強化し発展させる。  　　　　　　の共同利用、TLOのネットワーク化、教職員の人事交流など、教育研究面での協力体

 　　　　　　制の確立を目指す。
 　　　　　・　「北陸地区国立大学連合」間に共通する業務の効率化、省力化を図るため、共同業
 　　　　　　務処理の可能性について検討する。

 ３　施設設備の整備・活用等に関する目標  ３　施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置
 　○　地域の総合大学にふさわしい機能的で魅力ある教育研究
 　　環境を充実する。

 　　　1)　施設等の整備に関する基本方針  　　　1)　施設等の整備に関する具体的方策
 　　　　ア　本学の基本理念・基本目標に基づく「アカデミッ  　　　　　・　施設マネジメント体制の構築を図り、トップマネジメントによる施設の効率的・効
 　　　　　クプラン」を施設整備の基本とし、創造的な研究と  　　　　　　果的な運用を図る。
 　　　　　有為な人材育成、地域社会や国際社会への貢献を通
 　　　　　じて大学の社会的責任を果たす。  　　　2)　国立大学等施設緊急整備５か年計画に基き施設及び設備などの整備を図る。
 　　　　イ　地域の社会・自然環境と共生する良好で豊かな教  　　　　　・　自然科学系、人文社会科学系及び総合科学系の必要施設の整備計画を立案し推進す
 　　　　　育研究環境を整備する。  　　　　　　る。
 　　　　ウ　戦略的な経営マインドに基づく施設マネジメント  　　　　　・　学生支援・社会貢献などの施設及び設備の改善計画を立案し推進する。
 　　　　　体制を構築し、全施設の効率的な活用を図る。  　　　　　・　情報基盤及びインフラの教育研究に対応する整備計画を立案し推進する。
 　　　　エ　独創的・先導的・流動的プロジェクト研究などの  　　　　　・　ユニバーサルデザインの整備及び改善計画を立案し推進する。
 　　　　　スペースを確保し、効率的に運用する。

 　　　2)　施設等の有効活用に関する基本方針  　　　3)　施設等の有効活用に関する具体的方策
 　　　　ア　財産である土地・建物・設備・インフラなどの有  　　　　ⅰ　施設などの有効活用の促進を図る。
 　　　　　効活用を図る。  　　　　　・　土地・建物・設備・インフラなどの実態の把握、点検・評価体制を整備する。

 　　　　　・　施設設備などの資産活用と運用システムを構築し、有効活用に関する自己改革及び
 　　　　　　啓発活動を推進する。

 　　　3)　施設等の機能保全・維持管理に関する基本方針  　　　4)　施設等の機能保全・維持管理に関する具体的方策
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 　　　　ア　安全で良好な教育研究活動に支障のない、施設設  　　　　ⅰ　施設の機能保全・維持管理の促進を図る。
 　　　　　備の機能保全・維持管理を図り、施設水準の確保を  　　　　　・　施設設備の実態把握システムの活用と更新を実施し、機能保全・維持管理体制を整
 　　　　　図る。  　　　　　　備する。

 　　　　　・　施設設備の適切な維持管理に関する啓発活動を実施する。
 　　　　　・　施設設備の機能保全・維持管理計画を策定し実施する。

 　　　4)　施設等の新たな整備手法の導入推進に関する基本  　　　5)　施設等の新たな整備手法の導入推進に関する具体的方策
 　　　　方針  　　　　ⅰ　多種多様な財源確保による施設設備の効果的・効率的整備を推進する。
 　　　　ア　施設費補助金以外の多種多様な手法や財源の確保  　　　　　・　PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）方式の導入、外部資金・競
 　　　　　に努め、効果的で即効性のある効率的整備を図る。  　　　　　　争的資金などによる施設整備を推進する。

 　　　　　・　経営的な観点による新たな整備手法導入検討体制などの確立を図る。

 ４　安全衛生管理に関する目標  ４　安全衛生管理に関する目標を達成するための措置
 　　　1)　環境保全に関する基本方針  　　　1)　環境保全に関する具体的方策
 　　　　ア　教職員・学生など全ての構成員による継続性のあ  　　　　　・　環境マネジメント体制を構築し、一元管理体制による継続的な環境保全活動及び環
 　　　　　る環境マネジメントを図る。  　　　　　　境・安全教育活動を推進する。
 　　　　イ　環境保全に関する自主監視体制の構築を図る。  　　　　　・　関係法令に対応した薬品管理支援システムを整備する。

 　　　　　・　作業環境測定士などの資格取得を行い、教育・研究環境の改善を指導できる体制を
 　　　　　　構築する。

 　　　2)　安全衛生管理に関する基本方針  　　　2)　安全衛生管理に関する具体的方策
 　　　　ア　教職員・学生など全ての構成員に対する適切な安  　　　　ⅰ　労働安全衛生法などを踏まえた安全と健康の確保に関する具体的方策
 　　　　　全衛生管理体制の構築を図る。  　　　　　・　安全衛生マネジメント体制を構築し、一元管理体制による総合安全衛生管理を推進

 　　　　　　する。
 　　　　　・　放射線障害防止法、毒劇物取締法、消防法、PRTR法（特定化学物質の環境への排出
 　　　　　　量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）など関係法令への対応、作業環境規
 　　　　　　準などの遵守及び作業環境の管理指導を行う。
 　　　　　・　安全衛生管理に係る関係法令を遵守するための自主点検を実施する。
 　　　　　・　関係法令に対応した施設設備の整備及び改善を図る。

 　　　　ⅱ　健康増進法を踏まえた健康管理に関する具体的方策
 　　　　　・　保健管理センターを機軸とした健康支援・健康相談システムを含む総合健康管理体
 　　　　　　制の構築を図る。

 　　　3)　安全衛生教育に関する基本方針  　　　3)　安全衛生教育に関する具体的方策
 　　　　ア　環境保全や安全衛生管理に関する教育の実施を徹  　　　　ⅰ　教職員・学生などの安全確保などに関する具体的方策
 　　　　　底する。  　　　　　・　一元管理体制の下に教職員・学生などの教育研究活動などに対する安全教育を推進

 　　　　　　する。
 　　　　　・　安全衛生管理、環境負荷の低減、リサイクル・省エネルギー対策などに関する指導
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 　　　　　　助言を行うほか、安全パトロール・総合的防災訓練を実施する。

 
 
  Ⅵ　予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

 　　別紙参照

 Ⅶ　短期借入金の限度額
 　　　○　短期借入金の限度額
 　　　　ⅰ　短期借入金の限度額
 　　　　　　１７億円

 　　　　ⅱ　想定される理由
 　　　　　　運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借
 　　　　　り入れすることも想定される。

 Ⅷ　重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画
 　　　○　重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画
 　　　　　なし

 Ⅸ　剰余金の使途
 　　　○　決算において剰余金が発生した場合
 　　　　　教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる

 Ⅹ　その他
 １　施設・設備に関する計画

 　　　　　　　　　　　　　　　　　施設・設備に関する計画
 　　　　　施設・設備の内容　　　 予定額（百万円）　　　　　　財　　　　源
 　　　　　　　　　　　　　　　 　総額　　　　　　　　  施設整備費補助金
 　　　　　小規模改修　　　　　 　　　　　２４１　　　  　　　　（２４１百万円）
　　　　　 災害復旧工事

 　　　（注１）　金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施体制
 　　　　　　　状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等
 　　　　　　　が追加されることもある。
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 　　　（注２）　小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。
 　　　　　　　　なお、各事業年度の施設整備補助金、船舶建造補助金、国立大学財務・経営セン
 　　　　　　　ター施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が予
 　　　　　　　想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決定
 　　　　　　　される。

 ２　人事に関する計画
 　(1) 社会のニーズを視野に入れ、教育研究の業務全般について点検評価を行い、教育研究組織の
 　　見直しを図る。特に任期制の拡充、公募制の徹底等により、多様な人材を広く求め、中長期的
 　　観点から教員人事の活性化と人員配置の適正化を進める。

 　(2) 教育研究への影響を考慮しながら人員の削減を進める。

 　(3) 事務職員は、富山県地区において設置形態の異なる大学、高等専門学校及び少年自然の家等
 　　との人事交流を積極的に行い、機関の活性化と職員の資質向上を図る。

 　　　（参考）　　中期目標期間中の人件費総額見込み 45,899 百万円（退職手当は除く）

 ３　中期目標期間を越える債務負担
 　　中期目標を超える債務負担
 　　　　○　ＰＦＩ事業
 　　　　　　なし

 
  　　　　○　長期借入金
  　　　　　　なし

 　　　　○　リース資産
 　　　　　　なし

 ４　災害復旧に関する計画
 　　平成１６年１０月に発生した台風２３号等により被災した施設・設備の復旧整備をすみやかに
 　行う。
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

　１．予　算

　　　　　　（単位　百万円）

　収 入
運 営 費 交 付 金 39,575
施 設 整 備 費 補 助 金 241
施 設 整 備 資 金 貸 付 金 償 還 時 補 助 金 1,534
国 立 大 学 財 務 経 営 セ ン タ ー 施 設 費 交 付 金 0
自 己 収 入 24,771

授 業 料 及 び 入 学 金 検 定 料 収 入 24,477
財 産 処 分 収 入 0
雑 収 入 294

産 学 連 携 等 研 究 収 入 及 び 寄 附 金 収 入 等 2,009
長 期 借 入 金 収 入 0

計 68,130

　支 出
業 務 費 64,346

教 育 研 究 経 費 47,899
一 般 管 理 費 16,447

施 設 整 備 費 241
産 学 連 携 等 研 究 経 費 及 び 寄 附 金 事 業 費 等 2,009
長 期 借 入 金 償 還 金 1,534

計 68,130

〔人件費の見積もり〕

中期目標期間中総額 45,899百万円を支出する。（退職手当は除く）

注）　人件費の見積もりについては、１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算している。
注）　退職手当については、国立大学法人富山大学職員退職手当規則に基づいて支給することとする
　　が、運営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務
　　員退職手当法に準じて算定される。

〔運営費交付金の算定ルール〕

○毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれの対応する
　 数式により算定したもので決定する。

〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕

　① 　「一般管理費」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営経費の総額
　　 Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。

区　　　　　　　　分 金　　額

平 成 １ ６ 年 度 ～ 平 成 ２ １ 年 度 　 予 算
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　②　 「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件
　　 費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、設置
　　 基準に基づく教員にかかる給与費相当額。）

　③　 「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件費相当額
　　 及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、標準法に基づ
　　 く教員にかかる給与費相当額。）

　④　「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる
　　 経費。Ｆ（ｙ－１）は、直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。

〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕 

　⑤　 「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。（平成１５年度
　　 入学料免除率で算出される免除相当額については除外）

　⑥　 「授業料収入」：当該事業年度における入学定員数に授業料標準額を乗じた額。（平成１５年度
    授業料免除率で算出される免除相当額については除外）

〔特定運営費交付金対象事業費〕

　⑦　 「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の
　　人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

　⑧　 「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動に応じて必要となる教職員の人件費相当
　　 額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

　⑨　 「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の
　　 総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

　⑩　 「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する経費。

　⑪　 「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。

〔特定運営費交付金対象収入〕

　⑫　 「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容定員超過分）、
　　 雑収入、平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。

１．  毎事業年度の教育研究費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金につ
   いては、以下の数式により決定する。

　　　　　Ａ（ｙ）　＝　Ｄ（ｙ）　＋　Ｅ（ｙ）　＋　Ｆ（ｙ）　＋　Ｇ（ｙ）　－　Ｈ（ｙ）

（１）　Ｄ（ｙ） ＝ ｛ Ｄ（ｙ－１） × β（係数) × γ（係数） －Ｄ（χ） ｝ × α（係数） ＋ Ｄ（χ）
（２）　Ｅ（ｙ） ＝ Ｅ（ｙ－１） × β（係数)  ×  α（係数） 
（３）　F（ｙ） ＝ F（ｙ－１） ×  α（係数）±ε（施設面積調整額） 
（４）　Ｇ（ｙ） ＝ Ｇ（ｙ）

　　　運営費交付金　＝　Ａ  （ｙ）　＋　Ｃ （ｙ）
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（５）　Ｈ（ｙ） ＝ Ｈ（ｙ）

Ｄ（ｙ）：　学部・大学院教育研究費（②、⑦）、附属学校教育研究経費（③、⑧）を対象。
Ｅ（ｙ）：　附属施設等経費学校教育研究経費（③、⑨）を対象。
Ｆ（ｙ）：　教育等施設基盤校費（④）を対象。
Ｇ（ｙ）：　特別教育研究経費（⑩）を対象。
Ｈ（ｙ）：　入学料収入（⑤）、授業料収入（⑥）、その他収入（⑫）を対象。

２．  毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金につ
   いては、以下の数式により決定する。

　　　　　Ｃ（ｙ）　＝　Ｌ（ｙ）　＋　Ｍ（ｙ）　

（１）　Ｌ （ｙ） ＝　Ｌ（ｙ－１） × α（係数） 
（２）　Ｍ（ｙ） ＝ Ｍ（ｙ） 

Ｌ （ｙ）：　一般管理費（①）を対象。
Ｍ（ｙ）：　特殊要因経費（⑪）を対象。

【諸係数】
α（アルファ）  ： 効率化係数。△１％とする。
β（ベータ）    ： 教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合

的に勘案して必要に応じ運用するための係数。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。
なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には、
一般管理費についても必要に応じ同様の調整を行う。

γ（ガンマ）    ： 教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。

ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。

λ（ラムダ）　　： 経営改善係数。２％とする。平成１７年度以降、中期計画期間中に相当程度の収支改
善を求めるための係数。

注）　運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年
　　度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定される。
　　　 なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、１７年度以
    降は１６年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるた
　　め、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

注）　施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入
    金収入は、別紙の「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）　施設整備資金貸付金償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）　自己収入、産学連携等研究収入及び寄附金収入等については１７年度以降は１６年度と同額とし
　　て収入予定額を計上している。

注）　産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）　業務費は、平成１７年度以降の効率化係数等を勘案した支出予定額を計上している。
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注）　施設整備費、船舶建造費については、施設・設備に関する計画により試算した支出予定額を計上
　　している。

注）　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄付金収入等により行
　　われる事業経費を計上している。

注）　長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）　運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」は１
　　とし、また、「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試算している。
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　　（単位　百万円）

　費 用 の 部
経 常 費 用 66,532

業 務 費 62,935
教 育 研 究 経 費 10,491
受 託 研 究 費 等 1,192
役 員 人 件 費 895
教 員 人 件 費 37,490
職 員 人 件 費 12,867

一 般 管 理 費 2,591
財 務 費 用 0
雑 損 0
減 価 償 却 費 1,006

臨 時 損 失 0

　収 入 の 部
経 常 収 益 66,532

運 営 費 交 付 金 38,777
授 業 料 収 入 20,530
入 学 金 収 益 3,179
検 定 料 収 益 768
受 託 研 究 等 収 益 1,192
寄 附 金 収 益 786
財 務 収 益 0
雑 益 294
資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 等 戻 入 546
資 産 見 返 寄 附 金 戻 入  6
資 産 見 返 物 品 受 贈 額 戻 入 454

臨 時 利 益 0

純 利 益 0
総利益 0

注）　受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。
注）　受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。

区　　　　分 金　　　　額

　２．収支計画

平 成 １ ６ 年 度 ～ 平 成 ２ １ 年 度  　収 支 計 画
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    （単位　百万円）

 資 金 支 出 68,561
業 務 活 動 に よ る 支 出 65,415
投 資 活 動 に よ る 支 出 1,181
財 務 活 動 に よ る 支 出 1,534
次 期 中 期 目 標 期 間 へ の 繰 越 金 431

 資 金 収 入 68,561
業 務 活 動 に よ る 収 入 66,355

運 営 費 交 付 金 に よ る 収 入 39,575
授 業 料 及 び 入 学 金 検 定 料 に よ る 収 入 24,477
受託研究等収入 1,192
寄 附 金 収 入 817
そ の 他 の 収 入 294

投 資 活 動 に よ る 収 入 1,775
施 設 費 に よ る 収 入 1,775
その他の収入 0

財 務 活 動 に よ る 収 入 0
前 期 中 期 目 標 期 間 よ り の 繰 越 金 431

注）　施設費による収入には，独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業に
　　係る交付金を含む。
注）　前期中期目標期間よりの繰越金には、奨学寄附金に係る国からの承継見込額４３１百万円を含
　　む。

区　　　　　　　　分 金　　　　額

　３．資金計画

平 成 １ ６ 年 度 ～ 平 成 ２ １ 年 度 　資 金 計 画
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 人文学部  人文学部　　　　　　　 ７６０人

 教育学部  教育学部　　　　　　　 ６８０人

 経済学部  　　　　　　　　　　 （うち教員養成課程　　４００人）

 理学部 平  経済学部　　　　　　１,６４０人

 工学部  理学部　　　　　　　　 ９４０人

 人文科学研究科 成  工学部　　　　　　　１,６８０人

 教育学研究科  人文科学研究科　　　　 　２０人

 経済学研究科 16  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　２０人）

 理工学研究科  教育学研究科　　　　　 　７６人

年  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　７６人）

 経済学研究科　　　　　 　１６人

度  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　１６人）

 理工学研究科　　　　　 ５０６人

 　　　　　　　 　　　うち博士前期課程　　４３４人

 　　　　　　　 　　　　　博士後期課程　　　７２人

 人文学部　　　　　　　 ７６０人

 教育学部　　　　　　　 ６８０人

 　　　　　　　　　　 （うち教員養成課程　　４００人）

平  経済学部　　　　　　１,６４０人

 理学部　　　　　　　　 ９４０人

成  工学部　　　　　　　１,６８０人

（別表）

国立大学法人富山大学の学部等

中期目標 中期計画

　別表（学部、研究科等） 　別表（収容定員）

学
　
　
部

研
究
科
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 人文科学研究科　　　　 　２０人

17  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　２０人）

 教育学研究科　　　　　 　７６人

年  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　７６人）

 経済学研究科　　　　　 　１６人

度  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　１６人）

 理工学研究科　　　　　 ５０６人

 　　　　　　　 　　　うち博士前期課程　　４３４人

 　　　　　　　 　　　　　博士後期課程　　　７２人

 人文学部　　　　　　　 ７６０人

 教育学部　　　　　　　 ６８０人

 　　　　　　　　　　 （うち教員養成課程　　４００人）

平  経済学部　　　　　　１,６４０人

 理学部　　　　　　　　 ９４０人

成  工学部　　　　　　　１,６８０人

 人文科学研究科　　　　 　２０人

18  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　２０人）

 教育学研究科　　　　　 　７６人

年  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　７６人）

 経済学研究科　　　　　 　１６人

度  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　１６人）

 理工学研究科　　　　　 ５０６人

 　　　　　　　 　　　うち博士前期課程　　４３４人

 　　　　　　　 　　　　　博士後期課程　　　７２人

 人文学部　　　　　　　 ７６０人

 教育学部　　　　　　　 ６８０人

 　　　　　　　　　　 （うち教員養成課程　　４００人）

29



平  経済学部　　　　　　１,６４０人

 理学部　　　　　　　　 ９４０人

成  工学部　　　　　　　１,６８０人

 人文科学研究科　　　　 　２０人

19  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　２０人）

 教育学研究科　　　　　 　７６人

年  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　７６人）

 経済学研究科　　　　　 　１６人

度  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　１６人）

 理工学研究科　　　　　 ５０６人

 　　　　　　　 　　　うち博士前期課程　　４３４人

 　　　　　　　 　　　　　博士後期課程　　　７２人

 人文学部　　　　　　　 ７６０人

 教育学部　　　　　　　 ６８０人

 　　　　　　　　　　 （うち教員養成課程　　４００人）

平  経済学部　　　　　　１,６４０人

 理学部　　　　　　　　 ９４０人

成  工学部　　　　　　　１,６８０人

 人文科学研究科　　　　 　２０人

20  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　２０人）

 教育学研究科　　　　　 　７６人

年  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　７６人）

 経済学研究科　　　　　 　１６人

度  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　１６人）

 理工学研究科　　　　　 ５０６人

 　　　　　　　 　　　うち博士前期課程　　４３４人

 　　　　　　　 　　　　　博士後期課程　　　７２人
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 人文学部　　　　　　　 ７６０人

 教育学部　　　　　　　 ６８０人

 　　　　　　　　　　 （うち教員養成課程　　４００人）

平  経済学部　　　　　　１,６４０人

 理学部　　　　　　　　 ９４０人

成  工学部　　　　　　　１,６８０人

 人文科学研究科　　　　 　２０人

21  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　２０人）

 教育学研究科　　　　　 　７６人

年  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　７６人）

 経済学研究科　　　　　 　１６人

度  　　　　　　　　　 （うち修士課程　　　　　１６人）

 理工学研究科　　　　　 ５０６人

 　　　　　　　 　　　うち博士前期課程　　４３４人

 　　　　　　　 　　　　　博士後期課程　　　７２人
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